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論 文 内 容 の 要 旨 
 問題意識と従来の研究との関連、論文全体の章構成が序章で述べられる。 
 考察されるモデルの基本は第2章で示される。生産に関しては資源を収穫する部門と工業品を生産する2財
を考察し工業品部門での技術は固定係数、資源財部門の労働生産性は資源ストックの増加関数と想定される。
単純化のために生産要素は労働だけとする（資本ストックは捨象される）。家計は資源財と工業品の消費から効
用を得ると想定され効用関数はコブ・ダグラス型と仮定される。完全雇用が仮定される。 
 このモデルでの動学は再生産可能な資源に関する運動方程式と、環境汚染ストックの運動方程式からなる。
資源に関しては環境汚染の減少関数、収穫の減少関数と想定される。環境汚染に関しては自浄部分があるもの
の環境汚染排出の増加関数と想定される。2章では環境汚染排出は工業品生産量の増加関数と仮定される。 
 まず、このような体系での封鎖経済における分析が行われ、定常均衡は安定であることが確認される。次に、
貿易が行われる場合が分析される。2章では小国が仮定される。すなわち、両財の世界価格を所与として比較
優位を持つ財に完全特化するか否かが検討される。従って、労働生産性の比と（相対的）世界価格との関係に
依存して貿易パターンが決定されるが、ここでの分析で重要なのは資源財生産部門の労働生産性が資源ストッ
クの増加関数と想定されている為、時間の経過とともに資源量が変化することによって貿易パターンが変化し
うることにある。 
 諸命題が示される。例えば、資源豊富国だったとする。そのとき、資源財生産に長期では完全特化するとは
限らず、資源財の減少によって不完全特化する場合がある。また、長期でも資源財部門に完全特化均衡に達す
る場合に資源は減少し続けるとは限らず、途中から増加する場合がある。これは、工業品生産を行わないので
環境汚染効果が働かないために自浄作用が働き環境汚染ストックが減少してからである。従来の研究では資源
部門に特化する場合の資源量の減少のみが指摘されていたが、工業品生産の環境汚染効果を認めるなら、最終
的に資源も増加しうる（また、経済厚生も増加する）ことを示唆しており興味深い。 
 第3章では、2章のモデルが2国のケースに拡張される。その際、環境汚染に関しては越境型と想定される。
すなわち、自国と外国の環境汚染排出が環境汚染を増加させる。この各国で共通の環境汚染が各国それぞれの
再生産可能資源を減少させることになる。従って、分析は自国と外国の再生産可能資源の成長方程式と環境汚
染ストックの運動方程式の3本からなるが、巧みに分析される。各国の封鎖経済での均衡が分析され、次に自
由貿易均衡が成立する条件が分析される。ここでの比較優位による特化パターンは労働豊富国と資源豊富国に
よって決定され、両国の完全特化、不完全特化の組み合わせについていくつかのパターンがある。また、特化
パターンの変化が生じうる。興味ある場合として以下の場合がある。すなわち、両国とも工業品への特化は長
期的には持続せず、例えば自国が工業品、外国が資源財に完全特化するパターンは長期的には自国が不完全特
化、外国が不完全特化するパターンに転化する。これは、外国が資源財生産を行うため外国の資源は減少する
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のに対して、自国は工業品生産を行うので自国の資源が増加するため外国だけの資源財生産の優位が失われる
ためである。また、第3章では貿易政策が分析される。例えば、輸入関税の導入は、従来の分析では資源輸出
国の経済厚生を高めるとされていたが、工業品生産による環境汚染効果を認める小山では経済厚生を悪化させ
る場合が生じうることが論証されている。 
 ここまでの分析は工業品、資源財の2財が分析されたが、第4章では工業品と農産物の2財が分析される。
また、工業品生産だけでなく農業部門も環境汚染を排出すると想定される。そして、農業部門の労働生産性は
「環境の質」の増加関数と想定され、環境の質の成長方程式は環境汚染の減少関数と想定される。そして、自
国は小国と想定される。封鎖経済での定常均衡が分析され、次に自由貿易均衡の存在条件が検討され、比較優
位による貿易パターンが分析される。従来の研究と異なり、ここでは特化の逆転が生じうることが論証される。
例えば、当初環境の質が少ないため工業品に特化していた場合に長期的に工業品特化均衡に向かうとは限らず、
当初の環境汚染ストックが少ない場合には自浄作用によって環境の質ストックは増加してゆくことによって農
業部門への特化が有利になり長期的に農業部門特化均衡が成立する場合がある。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
 小山では資源と生産の関係を考慮したモデルが想定され、経済成長と貿易パターンおよび環境汚染の関係が
分析される。また、それに伴う経済厚生も検討される。この分野の従来の研究では収穫が資源量に与える負の
効果（収穫効果）が分析されてきた。小山ではそれに対し、生産活動が排出する汚染が資源量に与える負の効
果（環境汚染効果）が導入されることによって従来と異なる貿易パターンの選択が明らかにされた。動学的分
析が必要となる分野であるため分析が困難になるが、現実的な観点からも環境汚染効果を導入する必要がある
のは明らかであり、一定の成果を挙げたことは高く評価できる。 
 今後の課題としてはより現実に適合したモデルに拡張する必要がある。また、その際、政策の効果がさらに
分析される必要がある。平成17年12月13日に開催された公聴会では、申請者の報告を受け、審査委員はじめ
研究科教員からいくつかの問題点が指摘されたが、申請者の質問に対する応答も適切であった。 
 以上、審査委員による審査結果を総合し、上記論文は課程博士の学位に値する優れた業績であると判断する。 
 
